
実質赤字比率 （％） -

連結実質赤字比率（％） -
平成17年度

決算額（単位:千円、%）
平成18年度

決算額（単位:千円、%）
平成19年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 12.3
公債費充当一般財源等額（繰上償還額、公営企業債償還額及び満期一括地
方債の元金に係るものを除く）(1) 759,649 754,558 765,582

将来負担比率 （％） 92.7
（(1)のうち都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都
市計画税額）

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(2) 0 0 0
公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(3) 153,127 127,054 131,302

一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負担金(4) 122,463 126,328 125,232
0 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(5) 0 0 0
0 一時借入金の利子(6) 0 0 0
0 災害復旧費等に係る基準財政需要額(7) 187,507 197,855 225,009

4,768,228 災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(8) 18,654 18,714 18,709
- 事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 160,043 135,920 138,494

資金不足比率 事業費補正により基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(10) 88,551 101,167 102,463
決算額 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(11) 3,382 3,539 3,679

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(12) 31,111 31,056 31,189

545,240 小計 （（（１）～（６））－（（７）～（１２））） （A) 545,991 519,689 502,573
688 標準財政規模(13) 4,692,510 4,728,184 4,768,228

33,144 （７）～（１２）の額(14) 489,248 488,251 519,543
小計 （１３）－（１４） （B) 4,203,262 4,239,933 4,248,685

13.0 12.3 11.8

474,374 － 決算額（単位:千円、％）

－ (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 8,984,893 (2)の内訳 決算額（単位:千円）

－ 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 4,821 その他 4,821
－ 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 2,977,216

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 420,927
0 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 1,461,060

12,995 － 設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 0 (3)の内訳 決算額（単位:千円）

2,579 － 連結実質赤字額(7) 0 水道事業会計 618,646
－ 組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0 簡易水道事業特別会計 4,800

(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 2,507,692 公共下水道事業特別会計 1,617,984

210,915 特定の歳入見込額(10) 989,667 農業集落排水事業特別会計 735,786

71,012 （(10)のうち都市計画税額）

85,548 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 6,377,663 (6)の内訳 決算額（単位:千円）

小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 3,973,895

標準財政規模(12) 4,768,228
災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 225,009
災害復旧費等に係る基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(14) 18,709
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 138,494
事業費補正により基準財政需要額(準元利償還金に係るもの)(16) 102,463

0 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 3,679

4,768,228
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利償
還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 31,189

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 4,285,036

92.7

平成19年度決算
比
率
の
状
況

実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
区分

市町名：明和町

分
子

実質赤字比率

区分 決算額（単位:千円、％）
繰上充用額（A)
支払繰延額（B）
事業繰越額（C)

標準財政規模（D)
実質赤字比率（（A)+（B)＋（C)）／（D)

連結実質赤字比率

区分 単位:％
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一般会計
斎宮跡保存事業特別会計

分
母住宅新築資金等貸付事業特別会計

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００
将来負担比率 
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水道事業会計 区分 左の内訳
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簡易水道事業特別会計
公共下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

分
子

国民健康保険特別会計

老人保健医療事業特別会計

介護保険特別会計

連結実質赤字比率（A)／（B)×１００

将来負担比率 （A) ／ （B） × １００
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